
条 例 番 号 条     例     名 

条例第５４号 さいたま市建築等関係事務手数料条例の一部を改正する条例 
【平成３０年１０月２４日公布 所管課：建築行政課】

条例第５５号 さいたま市養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例の

一部を改正する条例 

【平成３０年１０月２４日公布 所管課：介護保険課】

条例第５６号 さいたま市心身障害者医療費支給条例の一部を改正する条例 

【平成３０年１０月２４日公布 所管課：年金医療課】

条例第５７号 さいたま市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例

の一部を改正する条例 

【平成３０年１０月２４日公布 所管課：のびのび安心子育て課】

条例第５８号 さいたま市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営の基準に

関する条例の一部を改正する条例 

【平成３０年１０月２４日公布 所管課：介護保険課】

条例第５９号 さいたま都市計画事業浦和東部第一特定土地区画整理事業施行規

程及びさいたま都市計画事業大門下野田特定土地区画整理事業施

行規程の一部を改正する条例 

【平成３０年１０月２４日公布 所管課：浦和東部まちづくり事務所】



さいたま市条例第５４号 

さいたま市建築等関係事務手数料条例の一部を改正する条例 

さいたま市建築等関係事務手数料条例（平成１３年さいたま市条例第７３号）の一

部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

事務の種類 手数料の額 

１～１４の３ ［略］  

１５ 法第４３条第２項第１号

の規定による建築物の敷地と

道路との関係に係る建築の認

定の申請に対する審査 

１件につき 

 ２７，０

００円 

１５の２ 法第４３条第２項第

２号の規定による建築物の敷

地と道路との関係に係る建築

の許可の申請に対する審査

［略］ 

１６～４１ ［略］  

４２ 法第８５条第５項の規定

による仮設興行場等の建築の

許可の申請に対する審査

 ［略］ 

４２の２ 法第８５条第６項の

規定による国際的な規模の会

議等の用に供する特別の必要

がある仮設興行場等の建築の

許可の申請に対する審査

１件につき 

 １６０，

０００円 

４３～８０ ［略］  

事務の種類 手数料の額 

１～１４の３ ［略］  

１５ 法第４３条第１項ただし

書の規定による建築物の敷地

と道路との関係の建築の許可

の申請に対する審査

［略］ 

１６～４１ ［略］  

４２ 法第８５条第５項の規定

による仮設建築物の建築の許

可の申請に対する審査

 ［略］ 

４３～８０ ［略］  

 備考 ［略］  備考 ［略］ 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 



２ この条例による改正後のさいたま市建築等関係事務手数料条例別表第１５項及び

第４２の２項の規定は、この条例の施行の日以後に申請のあった事務に係る手数料

について適用する。 



さいたま市条例第５５号 

さいたま市養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正す

る条例 

さいたま市養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年さいた

ま市条例第５５号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（職員の配置の基準） （職員の配置の基準） 

第１２条 養護老人ホームに置くべき職員及びその

員数は、次のとおりとする。ただし、特別養護老

人ホームに併設する入所定員５０人未満の養護老

人ホーム（併設する特別養護老人ホームの栄養士

との連携を図ることにより当該養護老人ホームの

効果的な運営を期待することができ、かつ、入所

者の処遇に支障がないものに限る。）にあっては

第６号の栄養士を、調理業務の全部を委託する養

護老人ホームにあっては第７号の調理員を置かな

いことができる。 

第１２条 養護老人ホームに置くべき職員及びその

員数は、次のとおりとする。ただし、特別養護老

人ホームに併設する入所定員５０人未満の養護老

人ホーム（併設する特別養護老人ホームの栄養士

との連携を図ることにより当該養護老人ホームの

効果的な運営を期待することができ、かつ、入所

者の処遇に支障がないものに限る。）にあっては

第６号の栄養士を、調理業務の全部を委託する養

護老人ホームにあっては第７号の調理員を置かな

いことができる。 

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

 支援員    支援員 

  ア 常勤換算方法で、一般入所者（入所者であ

って、指定特定施設入居者生活介護（さいた

ま市指定居宅サービスの事業の人員、設備及

び運営の基準等に関する条例（平成２４年さ

いたま市条例第６８号）第１９７条第１項に

規定する指定特定施設入居者生活介護をいう。

   以下同じ。）、指定地域密着型特定施設入居

者生活介護（さいたま市指定地域密着型サー

ビスの事業の人員、設備及び運営の基準等に

関する条例（平成２４年さいたま市条例第７

３号）第１３０条第１項に規定する指定地域

密着型特定施設入居者生活介護をいう。以下

同じ。）又は指定介護予防特定施設入居者生

活介護（さいたま市指定介護予防サービスの

事業の人員、設備及び運営の基準等に関する

条例（平成２４年さいたま市条例第６９号）

第１８３条第１項に規定する指定介護予防特

  ア 常勤換算方法で、一般入所者（入所者であ

って、外部サービス利用型指定特定施設入居

者生活介護（さいたま市指定居宅サービスの

事業の人員、設備及び運営の基準等に関する

条例（平成２４年さいたま市条例第６８号）

第２１８条に規定する外部サービス利用型指

定特定施設入居者生活介護をいう。以下同じ。

   ）又は外部サービス利用型指定介護予防特定

施設入居者生活介護（さいたま市指定介護予

防サービスの事業の人員、設備及び運営の基

準等に関する条例（平成２４年さいたま市条

例第６９号）第２０６条に規定する外部サー

ビス利用型指定介護予防特定施設入居者生活

介護をいう。以下同じ。）の提供を受けてい

ないものをいう。以下同じ。）の数が１５又

はその端数を増すごとに１以上とすること。



定施設入居者生活介護をいう。以下同じ。）

の提供を受けていないものをいう。以下同じ。

   ）の数が１５又はその端数を増すごとに１以

上とすること。 

  イ ［略］   イ ［略］ 

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

４ 第１項、第２項、第７項、第８項及び第１０項

の常勤換算方法とは、当該職員のそれぞれの勤務

延時間数の総数を当該養護老人ホームにおいて常

勤の職員が勤務する時間数で除することにより常

勤の職員の員数に換算する方法をいう。 

４ 第１項、第２項、第７項及び第１０項の常勤換

算方法とは、当該職員のそれぞれの勤務延時間数

の総数を当該養護老人ホームにおいて常勤の職員

が勤務する時間数で除することにより常勤の職員

の員数に換算する方法をいう。 

５ ［略］ ５ ［略］ 

６ 第１項第２号の規定にかかわらず、サテライト

型養護老人ホーム（当該施設を設置しようとする

者により設置される当該施設以外の養護老人ホー

ム、介護老人保健施設、介護医療院又は病院若し

くは診療所であって当該施設に対する支援機能を

有するもの（以下この条において「本体施設」と

いう。）との密接な連携を確保しつつ、本体施設

とは別の場所で運営される入所定員が２９人以下

の養護老人ホームをいう。以下この条において同

じ。）の医師については、本体施設の医師により

当該サテライト型養護老人ホームの入所者の健康

管理が適切に行われると認められるときは、これ

を置かないことができる。 

６ 第１項第２号の規定にかかわらず、サテライト

型養護老人ホーム（当該施設を設置しようとする

者により設置される当該施設以外の介護老人保健

施設、介護医療院又は病院若しくは診療所であっ

て当該施設に対する支援機能を有するもの（以下

この条において「本体施設」という。）との密接

な連携を確保しつつ、本体施設とは別の場所で運

営される入所定員が２９人以下の養護老人ホーム

をいう。以下この条において同じ。）の医師につ

いては、本体施設の医師により当該サテライト型

養護老人ホームの入所者の健康管理が適切に行わ

れると認められるときは、これを置かないことが

できる。 

７ 第１項第３号イ又は第２項第１号イの主任生活

相談員のうち１人以上は、専らその職務に従事す

る常勤の者でなければならない。ただし、指定特

定施設入居者生活介護、指定地域密着型特定施設

入居者生活介護又は指定介護予防特定施設入居者

生活介護を行う養護老人ホームであって、入所者

の処遇に支障がない場合には、当該養護老人ホー

ムが行う当該事業に係る他の職務に従事すること

ができ、第１項第３号イの主任生活相談員につい

ては、サテライト型養護老人ホームにあっては、

常勤換算方法で、１以上とする。 

７ 第１項第３号イ又は第２項第１号イの主任生活

相談員のうち１人以上は、専らその職務に従事す

る常勤の者でなければならない。ただし、外部サ

ービス利用型指定特定施設入居者生活介護又は外

部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生

活介護の事業を行う養護老人ホーム（以下「外部

サービス利用型養護老人ホーム」という。）であ

って、入所者の処遇に支障がない場合には、当該

養護老人ホームが行う当該事業に係る他の職務に

従事することができる。 

８ 指定特定施設入居者生活介護、指定地域密着型

特定施設入居者生活介護又は指定介護予防特定施

設入居者生活介護を行う養護老人ホームに置くべ

き生活相談員の数については、第１項第３号又は

第２項第１号に定める生活相談員の数から、常勤

換算方法で、１を減じた数とすることができる。

８ 外部サービス利用型養護老人ホームに置くべき

生活相談員の数については、第１項第３号又は第

２項第１号に定める生活相談員の数から、常勤換

算方法で、１を減じた数とすることができる。 

９ ［略］ ９ ［略］ 

１０ 第１項第５号又は第２項第３号の看護職員の

うち１人以上は常勤の者でなければならない。た

だし、第１項第５号の看護職員については、サテ

ライト型養護老人ホーム又は指定特定施設入居者

生活介護（さいたま市指定居宅サービスの事業の

１０ 第１項第５号又は第２項第３号の看護職員の

うち１人以上は常勤の者でなければならない。た

だし、第１項第５号の看護職員については、サテ

ライト型養護老人ホームにあっては、常勤換算方

法で、１以上とする。 



人員、設備及び運営の基準等に関する条例第２１

８条に規定する外部サービス利用型指定特定施設

入居者生活介護を除く。）、指定地域密着型特定

施設入居者生活介護若しくは指定介護予防特定施

設入居者生活介護（さいたま市指定介護予防サー

ビスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関す

る条例第２０６条に規定する外部サービス利用型

指定介護予防特定施設入居者生活介護を除く。）

を行う養護老人ホームにあっては、常勤換算方法

で、１以上とする。  

１１ ［略］ １１ ［略］ 

１２ 第１項第３号、第６号及び第７号の規定にか

かわらず、サテライト型養護老人ホームの生活相

談員、栄養士又は調理員、事務員その他の職員に

ついては、次に掲げる本体施設の場合には、次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める職員

により当該サテライト型養護老人ホームの入所者

の処遇が適切に行われていると認められるときは、

 これを置かないことができる。 

１２ 第１項第３号、第６号及び第７号の規定にか

かわらず、サテライト型養護老人ホームの生活相

談員、栄養士又は調理員、事務員その他の職員に

ついては、次に掲げる本体施設の場合には、次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める職員

により当該サテライト型養護老人ホームの入所者

の処遇が適切に行われていると認められるときは、

 これを置かないことができる。  

 養護老人ホーム 栄養士又は調理員、事務員

その他の職員 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］  ［略］ 

 （生活相談員の責務）  （生活相談員の責務） 

第２１条 生活相談員は、処遇計画を作成し、それ

に沿った支援が行われるよう必要な調整を行うほ

か、次に掲げる業務を行わなければならない。 

第２１条 生活相談員は、処遇計画を作成し、それ

に沿った支援が行われるよう必要な調整を行うほ

か、次に掲げる業務を行わなければならない。 

 入所者の居宅サービス等の利用に際し、介護

保険法第８条第２４項に規定する居宅サービス

計画又は同法第８条の２第１６項に規定する介

護予防サービス計画の作成等に資するため、同

法第８条第２４項に規定する居宅介護支援事業

又は同法第８条の２第１６項に規定する介護予

防支援事業を行う者と密接な連携を図るほか、

居宅サービス等その他の保健医療サービス又は

福祉サービスを提供する者との連携に努めるこ

と。 

 入所者の居宅サービス等の利用に際し、介護

保険法第８条第２４項に規定する居宅サービス

計画又は同法第８条の２第１８項に規定する介

護予防サービス計画の作成等に資するため、同

法第８条第２４項に規定する居宅介護支援事業

又は同法第８条の２第１８項に規定する介護予

防支援事業を行う者と密接な連携を図るほか、

居宅サービス等その他の保健医療サービス又は

福祉サービスを提供する者との連携に努めるこ

と。 

  ・  ［略］   ・  ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 指定特定施設入居者生活介護、指定地域密着型

特定施設入居者生活介護又は指定介護予防特定施

 設入居者生活介護を行う養護老人ホームであって、

 第１２条第１項第３号の生活相談員を置いてない

場合にあっては、主任支援員が前２項に掲げる業

務を行うものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、生活相談員が置か

れていない外部サービス利用型養護老人ホームに

あっては、主任支援員が前２項に掲げる業務を行

うものとする。 



附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



さいたま市条例第５６号 

さいたま市心身障害者医療費支給条例の一部を改正する条例

さいたま市心身障害者医療費支給条例（平成１３年さいたま市条例第１６８号）の

一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（定義） （定義） 

第２条 ［略］ 第２条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ この条例において「一部負担金」とは、医療保

険各法その他の規定による医療給付（第４条にお

いて「医療給付」という。）があったときの療養

に要する費用の額から保険給付、食事療養標準負

担額（健康保険法第８５条第２項に規定する食事

療養標準負担額をいう。）、生活療養標準負担額

（同法第８５条の２第２項に規定する生活療養標

準負担額をいう。）及び他の法令等の規定による

給付を控除した額をいう。 

３ この条例において「一部負担金」とは、医療保

険各法その他の規定による医療給付があったとき

の療養に要する費用の額から保険給付、食事療養

標準負担額（健康保険法第８５条第２項に規定す

る食事療養標準負担額をいう。）、生活療養標準

負担額（同法第８５条の２第２項に規定する生活

療養標準負担額をいう。）及び他の法令等の規定

による給付を控除した額をいう。 

４・５ ［略］ ４・５ ［略］ 

（医療費助成金の支給） （医療費助成金の支給） 

第４条 市長は、次条第２項において登録を受けた

者（以下「受給資格登録者」という。）に対し、

医療費助成金として一部負担金の額を支給するも

のとする。 

第４条 市長は、次条第２項において登録を受けた

者（以下「受給資格者」という。）に対し、医療

費助成金として一部負担金の額を支給するものと

する。 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 

５ 第１項の規定にかかわらず、受給資格登録者が

医療給付を受けた前年（１月から９月までの間に

医療給付を受けた場合にあっては、前々年）の所

得が特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行

令（昭和５０年政令第２０７号。以下この項にお

いて「令」という。）第７条に規定する額を超え

た場合は、医療給付に係る医療費助成金を支給し

ない。この場合において、所得の範囲は令第４条

に規定する所得の範囲とし、所得の額の計算方法

は令第５条の規定の例によるものとする。 

６ 震災、風水害、火災その他これらに類する災害



により、受給資格登録者の所有に係る住宅、家財

又は主たる生業の維持に供する田畑、宅地、家屋、

 機械、器具その他事業の用に供する固定資産（鉱

業権、漁業権その他無形減価償却資産を除く。）

につき被害金額（保険金、損害賠償金等により補

充された金額を除く。）がその価格のおおむね２

分の１以上である損害を受けた場合、その損害を

受けた日から翌年の９月３０日までの医療給付に

係る医療費助成金の支給については、前項の規定

を適用しない。 

（受給資格の登録） （受給資格の登録） 

第５条 ［略］ 第５条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 市長は、第１項の申請があった場合において、

適当でないと認めるときは、規則で定めるところ

により当該申請者にその旨を通知するものとする。

（受給資格証の交付等） （受給資格証の交付等） 

第６条 市長は、受給資格登録者のうち第４条第１

項及び第６項の規定により医療費助成金を支給す

る者（以下「受給資格者」という。）に受給資格

証を交付しなければならない。 

第６条 市長は、前条第２項の規定による登録をし

たときは、当該受給資格者に規則で定める受給資

格証を交付しなければならない。 

２ 市長は、第４条第５項の規定により医療費助成

金を支給しない場合は、規則で定めるところによ

り当該受給資格登録者に通知するものとする。 

２ 市長は、前条第１項の申請があった場合におい

て、適当であると認めないときは、規則で定める

ところにより当該申請者にその旨を通知するもの

とする。 

（届出の義務） （届出の義務） 

第９条 受給資格登録者は、その資格を喪失したと

き又は登録事項に変更があったときは、その旨を

速やかに市長に届け出なければならない。 

２ 受給資格登録者は、所得の状況について、規則

で定めるところにより市長に届け出なければなら

ない。 

第９条 受給資格者は、その資格を喪失したとき又

は登録事項に変更があったときは、その旨を速や

かに市長に届け出なければならない。 

附 則

 （施行期日）

１ この条例は、平成３１年１月１日から施行する。

 （経過措置）

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までにこの条例による改

正前のさいたま市心身障害者医療費支給条例第５条第２項の規定による登録を受け

た者に係る医療費助成金（平成３４年９月３０日までの診療に係るものに限る。）



については、施行日から平成３４年９月３０日までの間、この条例による改正後の

さいたま市心身障害者医療費支給条例（以下「改正後の条例」という。）第４条第

５項及び第６項、第６条第２項並びに第９条第２項の規定は適用しない。 

３ 施行日以後に改正後の条例第５条第２項の規定による登録を受けた者で、改正後

の条例第４条第５項前段の規定が適用されるものについては、施行日から平成３４

年９月３０日までの間、同項の規定にかかわらず、同条第１項に規定する医療費助

成金（同日までの診療に係るものに限る。）の額の２分の１の額を支給する。この

場合において、改正後の条例第７条及び第８条第３項から第５項までの規定は、適

用しない。



さいたま市条例第５７号 

   さいたま市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正

する条例

さいたま市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年さい

たま市条例第５５号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （保育所等との連携）  （保育所等との連携）

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業

を行う者（以下「居宅訪問型保育事業者」という。

 ）を除く。以下この条、次条第１項、第１４条第

１項及び第２項、第１５条第１項、第２項及び第

５項、第１６条並びに第１７条において同じ。）

は、利用乳幼児に対する保育が適正かつ確実に行

われ、及び、家庭的保育事業者等による保育の提

供の終了後も満３歳以上の児童に対して必要な教

育（教育基本法（平成１８年法律第１２０号）第

６条第１項に規定する法律に定める学校において

行われる教育をいう。第３号において同じ。）又

は保育が継続的に提供されるよう、次に掲げる事

項に係る連携協力を行う保育所、幼稚園又は認定

こども園（以下「連携施設」という。）を適切に

確保しなければならない。

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業

を行う者（以下「居宅訪問型保育事業者」という。

 ）を除く。以下この条、次条第１項、第１４条第

１項及び第２項、第１５条第１項、第２項及び第

５項、第１６条並びに第１７条において同じ。）

は、利用乳幼児に対する保育が適正かつ確実に行

われ、及び、家庭的保育事業者等による保育の提

供の終了後も満３歳以上の児童に対して必要な教

育（教育基本法（平成１８年法律第１２０号）第

６条第１項に規定する法律に定める学校において

行われる教育をいう。第３号において同じ。）又

は保育が継続的に提供されるよう、次に掲げる事

項に係る連携協力を行う保育所、幼稚園又は認定

こども園（以下「連携施設」という。）を適切に

確保しなければならない。

 ［略］  ［略］

 必要に応じて、代替保育（家庭的保育事業者

等の職員の病気、休暇等により保育を提供する

ことができない場合に、当該家庭的保育事業者

等に代わって提供する保育をいう。以下この条

において同じ。）を提供すること。

 必要に応じて、代替保育（家庭的保育事業者

等の職員の病気、休暇等により保育を提供する

ことができない場合に、当該家庭的保育事業者

等に代わって提供する保育をいう。）を提供す

ること。

 ［略］  ［略］

２ 市長は、家庭的保育事業者等による代替保育の

提供に係る連携施設の確保が著しく困難であると

認める場合であって、次に掲げる要件の全てを満

たすと認めるときは、前項第２号の規定を適用し

ないことができる。

 家庭的保育事業者等と次項の連携協力を行う



者との間でそれぞれの役割の分担及び責任の所

在が明確化されていること。

 次項の連携協力を行う者の本来の業務の遂行

に支障が生じないようにするための措置が講じ

られていること。

３ 前項の場合において、家庭的保育事業者等は、

次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に

定める者を第１項第２号に掲げる事項に係る連携

協力を行う者として適切に確保しなければならな

い。

 当該家庭的保育事業者等が家庭的保育事業等

を行う場所又は事業所（次号において「事業実

施場所」という。）以外の場所又は事業所にお

いて代替保育が提供される場合 第２７条に規

定する小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保育

事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（次号

において「小規模保育事業Ａ型事業者等」とい

う。）

 事業実施場所において代替保育が提供される

場合 事業の規模等を勘案して小規模保育事業

Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市が認め

る者

 （食事の提供の特例）  （食事の提供の特例）

第１６条 ［略］ 第１６条 ［略］

２ 搬入施設は、次に掲げるいずれかの施設とする。２ 搬入施設は、次に掲げるいずれかの施設とする。

  ・  ［略］   ・  ［略］

 保育所、幼稚園、認定こども園等から調理業

務を受託している事業者のうち、当該家庭的保

育事業者等による給食の趣旨を十分に認識し、

衛生面、栄養面等、調理業務を適切に遂行でき

る能力を有するとともに、利用乳幼児の年齢及

び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提

供や、アレルギー、アトピー等への配慮、必要

な栄養素量の給与等、乳幼児の食事の内容、回

数及び時機に適切に応じることができる者とし

て市が適当と認めるもの（家庭的保育事業者が

第２２条に規定する家庭的保育事業を行う場所

（第２３条第２項に規定する家庭的保育者の居

宅に限る。）において家庭的保育事業を行う場

合に限る。）

   附 則

 この条例は、公布の日から施行する。



さいたま市条例第５８号 

さいたま市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例の

一部を改正する条例 

さいたま市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例（平成

３０年さいたま市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（衛生管理等） （衛生管理等） 

第３３条 ［略］ 第３３条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

３ 介護医療院の管理者は、次に掲げる業務を委託

する場合は、医療法施行規則第９条の８、第９条

の９、第９条の１２、第９条の１３、別表第１の

２及び別表第１の３の規定を準用する。この場合

において、同令第９条の８第１項中「法第１５条

の３第１項第２号の病院、診療所又は前条の施設

（施設告示第４号に定める施設を除く。）におけ

 る厚生労働省令で定める基準」とあるのは「病院、

 診療所又は臨床検査技師等に関する法律第２０条

の３第１項の規定に基づき厚生労働大臣が定める

施設（昭和５６年厚生省告示第１７号。次項にお

いて「施設告示」という。）に定める施設（第４

号に掲げる施設を除く。）における検体検査の業

務の適正な実施に必要なものの基準」と、同条第

２項中「法第１５条の３第１項第２号の前条の施

設（施設告示第４号に定める施設に限る。）にお

ける厚生労働省令で定める基準」とあるのは「施

設告示第４号に掲げる施設における検体検査の業

務の適正な実施に必要なものの基準」と、第９条

の９第１項中「法第１５条の３第２項の規定によ

る医療機器又は医学的処置若しくは手術」とある

のは「医療機器又は医学的処置」と、第９条の１

２中「法第１５条の３第２項の規定による第９条

の８の２に定める医療機器」とあるのは「医薬品

医療機器等法第２条第８項に規定する特定保守管

理医療機器」と、第９条の１３中「法第１５条の

３第２項の規定による医療」とあるのは「医療」

３ 介護医療院の管理者は、次に掲げる業務を委託

する場合は、医療法施行規則第９条の８、第９条

の９、第９条の１２、第９条の１３、別表１の２

及び別表１の３の規定を準用する。この場合にお

いて、同令第９条の８第１項中「法第１５条の２

の規定による人体から排出され」とあるのは「人

体から排出され」と、同条第２項中「法第１５条

の２の規定による検体検査」とあるのは「検体検

査」と、第９条の９第１項中「法第１５条の２の

規定による医療機器又は医学的処置若しくは手術

」とあるのは「医療機器又は医学的処置」と、第

９条の１２中「法第１５条の２の規定による第９

条の７に定める医療機器」とあるのは「医薬品医

療機器等法第２条第８項に規定する特定保守管理

医療機器」と、第９条の１３中「法第１５条の２

の規定による医療」とあるのは「医療」と読み替

えるものとする。 



と読み替えるものとする。 

 省令第５条第２項第２号ロ及び第４５条第２

項第２号ロに規定する検体検査の業務 

 省令第５条第２項第２号ロ及び省令第４５条

第２項第２号ロに規定する検体検査の業務 

  ～  ［略］   ～  ［略］ 

附 則 

 この条例は、平成３０年１２月１日から施行する。 



さいたま市条例第５９号 

   さいたま都市計画事業浦和東部第一特定土地区画整理事業施行規程及びさいた

ま都市計画事業大門下野田特定土地区画整理事業施行規程の一部を改正する条

例

 （さいたま都市計画事業浦和東部第一特定土地区画整理事業施行規程の一部改正）

第１条 さいたま都市計画事業浦和東部第一特定土地区画整理事業施行規程（平成１

３年さいたま市条例第２５３号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （事務所の所在地）  （事務所の所在地）

第５条 事業の事務所は、さいたま市緑区大字大門

２５６４番地６に置く。

第５条 事業の事務所は、さいたま市緑区大字大門

１６７８番地１に置く。

 （さいたま都市計画事業大門下野田特定土地区画整理事業施行規程の一部改正）

第２条 さいたま都市計画事業大門下野田特定土地区画整理事業施行規程（平成２５

年さいたま市条例第５３号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （事務所の所在地）  （事務所の所在地）

第５条 事業の事務所は、さいたま市緑区大字大門

２５６４番地６に置く。

第５条 事業の事務所は、さいたま市緑区大字大門

１６７８番地１に置く。



   附 則

 この条例は、平成３１年１月４日から施行する。


